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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次 
第27期 

第１四半期 
連結累計期間 

第28期 
第１四半期 

連結累計期間 
第27期 

会計期間 
自 平成28年１月１日 
至 平成28年３月31日 

自 平成29年１月１日 
至 平成29年３月31日 

自 平成28年１月１日 
至 平成28年12月31日 

売上高 (千円) 802,116 998,968 4,740,821 

経常利益又は経常損失（△） (千円) △4,013 △22,578 210,144 

親会社株主に帰属する四半期（当期）
純利益又は親会社株主に帰属する四半
期純損失（△） 

(千円) 3,663 △21,046 176,303 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △43,190 △20,050 146,742 

純資産額 (千円) 1,523,301 1,702,278 1,726,875 

総資産額 (千円) 8,105,686 13,004,240 12,241,459 

１株当たり四半期（当期）純利益金額
又は１株当たり四半期純損失金額
（△） 

(円) 0.88 △4.78 41.73 

潜在株式調整後１株当たり四半期（当
期）純利益金額 

(円) 0.81 － 40.40 

自己資本比率 (％) 18.7 13.1 14.1 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第28期第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、

潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。 
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２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況 

 当第１四半期連結累計期間における首都圏の新築マンション発売戸数は7,102戸と、前年同期を10.6％上回りま

した。一方、新築マンションの契約率は好調の目安といわれる70％に対し、１月から３月までの期間はいずれの月

も下回り、平均の契約率は65.4％（前年同期の平均契約率は66.4％）となりました（数字は不動産経済研究所調

べ）。同期間における１㎡当たりの平均単価並びに１戸当たり平均販売価格共に１月から３月まで連続して下落し

ていることから、首都圏における新築マンションの販売価格が下落基調にあると推察されます。

 また、東日本不動産流通機構調べによる首都圏中古マンションの成約件数は10,041戸と前年同期を2.6％上回り

ました。また、１㎡当たり単価は平成25年１～３月期以降、17四半期連続して前年同期の価格を上回っておりま

す。

 このような環境の中、当社は引き続き実需の根強い戸別リノベーションマンション事業に注力するとともに、昨

年に引き続き、緻密なマーケティングに基づく新築マンションの販売事業を推進いたしました。また、不動産管理

事業部門において、海外からのインバウンド需要を見込んだ、多言語対応・長期滞在型の「ＬＡホテル京都」が２

月にオープンし、今後の賃料収入が業績に寄与する見込みです。

 その結果、当第１四半期連結累計期間における売上高及び損益の状況は以下のとおりとなりました。

 

セグメント別売上高の概況 

セグメント 
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成28年１月１日 
至 平成28年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成29年１月１日 
至 平成29年３月31日） 

構成比 
前年同 

四半期比 

  千円 千円 ％ ％ 

不動産販売事業 722,360 885,432 88.6 22.6 

（新築不動産販売部門） (350,289) (265,655) (26.6) △24.2 

（再生不動産販売部門） (372,071) (619,777) (62.0) 66.6 

不動産管理事業部門 76,465 110,395 11.1 44.4 

その他 3,290 3,139 0.3 △4.6 

合計 802,116 998,968 100.0 24.5 

 

① 売上高 

 （ⅰ）新築不動産販売部門では、前年より販売の新築分譲マンション「ヴィルドミール浅草橋」の残５戸を引

渡したこと等により、売上高265百万円（前年同四半期比24.2％減）となりました。また、セグメント損失は２

百万円（前年同四半期は36百万円の利益）となりました。 

 （ⅱ）再生不動産販売部門では、戸別リノベーション販売部門において、リノベーションマンションを19戸引

渡したことにより、売上高619百万円（前年同四半期比66.6％増）となりました。また、セグメント利益は63百

万円（同121.5％増）となりました。 

 （ⅲ）不動産管理事業部門は、管理物件の賃貸収入等により売上高110百万円（同44.4％増）となりました。

また、セグメント利益は53百万円（同41.8％増）となりました。 

（注）セグメント利益とは、各セグメントの売上総利益から販売費及び営業外費用を差し引いたものでありま

す。 

② 営業利益 

 販売費及び一般管理費は172百万円（同45.4％増）となりました。 

 その結果、営業利益は37百万円（同1.8％増）となりました。 
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③ 経常利益・親会社株主に帰属する四半期純利益 

 支払利息46百万円（同112.6％増）、支払手数料２百万円（同53.6％減）を中心に営業外費用が62百万円（同

51.1％増）となった結果、経常損失は22百万円（前年同四半期は４百万円の損失）、親会社株主に帰属する四半

期純損失は21百万円（前年同四半期は３百万円の利益）となりました。 

 

(2）財政状態の分析 

 当第１四半期連結会計期間末における総資産は前連結会計年度末に比べ762百万円増加し、13,004百万円となり

ました。これは、販売用不動産が876百万円増加したこと、仕掛販売用不動産が220百万円増加したこと等が主な原

因であります。 

 また、当第１四半期連結会計期間末の負債合計は前連結会計年度末に比べ787百万円増加し、11,301百万円とな

りました。これは短期借入金が226百万円減少したこと、１年内返済予定の長期借入金が453百万円増加したこと、

長期借入金が710百万円増加したこと等が主な原因であります。 

 当第１四半期連結会計期間末の純資産合計は前連結会計年度末に比べ24百万円減少し、1,702百万円となりまし

た。これは、新株予約権の行使に伴い資本金及び資本準備金がそれぞれ８百万円増加したこと、配当の実施に伴い

利益剰余金が21百万円減少したこと等が主な原因であります。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 17,000,000 

計 17,000,000 

 

②【発行済株式】

 

種類 
第１四半期会計期間末
現在発行数（株） 

（平成29年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成29年５月12日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 4,870,000 4,870,000 
東京証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 
（グロース） 

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式。 
単元株式数は100株でありま
す。 

計 4,870,000 4,870,000 － － 

（注） 提出日現在の発行数には、平成29年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。 

 

(4) 【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。 

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

平成29年１月１日～ 
平成29年３月31日 
（注） 

103,500 4,870,000 8,964 391,189 8,964 345,469 

（注） 新株予約権の行使による増加であります。

 

(6) 【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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(7) 【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在 
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

(自己保有株式) 
400,200 － 

権利内容に何ら限定のない 
当社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,365,700 43,657 
権利内容に何ら限定のない 
当社における標準となる株式 

単元未満株式 普通株式 600 － － 

発行済株式総数 4,766,500 － － 

総株主の議決権 － 43,657 － 

（注）１. 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式25株が含まれております。 

２. 当第１四半期連結会計期間において新株予約権の行使による新株式発行を行った結果、当第１四半期連結会

計期間末日現在の発行済株式総数は4,870,000株となっております。 

 

②【自己株式等】

平成29年３月31日現在 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 

所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合（％） 

（自己保有株式） 
株式会社ラ・アトレ 

東京都港区海岸１－９－18 400,200 － 400,200 8.40 

計 － 400,200 － 400,200 8.40 
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２【役員の状況】

 該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年１月１日から平

成29年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年１月１日から平成29年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人よつば綜合事務所による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(平成28年12月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成29年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 926,547 422,394 

売掛金 10,395 4,492 

販売用不動産 5,586,475 6,462,742 

仕掛販売用不動産 2,459,989 2,680,090 

その他 470,521 570,020 

貸倒引当金 △900 △900 

流動資産合計 9,453,029 10,138,839 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,733,176 1,733,081 

土地 790,971 790,971 

その他（純額） 3,222 4,508 

有形固定資産合計 2,527,369 2,528,561 

無形固定資産    

その他 2,386 71,786 

無形固定資産合計 2,386 71,786 

投資その他の資産 256,919 263,779 

固定資産合計 2,786,675 2,864,127 

繰延資産 1,754 1,274 

資産合計 12,241,459 13,004,240 
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    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
(平成28年12月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成29年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 262,911 143,012 

短期借入金 1,219,500 992,600 

1年内返済予定の長期借入金 899,459 1,352,734 

未払法人税等 30,617 1,766 

その他 624,188 600,962 

流動負債合計 3,036,676 3,091,075 

固定負債    

長期借入金 6,781,925 7,492,864 

資産除去債務 68,259 68,350 

その他 627,720 649,670 

固定負債合計 7,477,906 8,210,886 

負債合計 10,514,583 11,301,962 

純資産の部    

株主資本    

資本金 382,224 391,189 

資本剰余金 580,704 589,669 

利益剰余金 989,852 946,974 

自己株式 △203,358 △203,358 

株主資本合計 1,749,422 1,724,474 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △14,936 △15,100 

繰延ヘッジ損益 △10,249 △9,358 

為替換算調整勘定 △1,246 △976 

その他の包括利益累計額合計 △26,431 △25,435 

新株予約権 3,884 3,240 

純資産合計 1,726,875 1,702,278 

負債純資産合計 12,241,459 13,004,240 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
 前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 

 至 平成28年３月31日) 

 当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年３月31日) 

売上高 802,116 998,968 

売上原価 646,927 789,449 

売上総利益 155,188 209,519 

販売費及び一般管理費 118,344 172,028 

営業利益 36,843 37,490 

営業外収益    

受取利息 103 562 

雑収入 414 1,900 

営業外収益合計 517 2,463 

営業外費用    

支払利息 22,068 46,916 

支払手数料 4,893 2,268 

為替差損 11,980 10,242 

株式交付費償却 452 486 

社債発行費等償却 108 108 

その他 1,872 2,509 

営業外費用合計 41,375 62,532 

経常損失（△） △4,013 △22,578 

税金等調整前四半期純損失（△） △4,013 △22,578 

法人税、住民税及び事業税 150 372 

法人税等調整額 △5,716 △1,904 

法人税等合計 △5,565 △1,531 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,552 △21,046 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △2,111 － 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
3,663 △21,046 

 

- 12 -



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
 前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 

 至 平成28年３月31日) 

 当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年３月31日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,552 △21,046 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △32,916 △163 

繰延ヘッジ損益 △11,189 890 

為替換算調整勘定 △636 269 

その他の包括利益合計 △44,742 996 

四半期包括利益 △43,190 △20,050 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △40,753 △20,050 

非支配株主に係る四半期包括利益 △2,436 － 
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

 該当事項はありません。 
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（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第１

四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務 

 連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対して、次のとおり債務保証を行っております。 

前連結会計年度 
（平成28年12月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成29年３月31日） 

－ －千円 合同会社キャット５ 140,000千円 

－ －千円 ケイツー・ヘルスケア札幌合同会社 3,492,840千円 

計 －千円 計 3,632,840千円 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

 
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成28年１月１日 
至 平成28年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成29年１月１日 
至 平成29年３月31日） 

減価償却費 409千円 840千円 

 

- 17 -



（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年３月31日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年３月30日 
定時株主総会 

普通株式 20 5.00 平成27年12月31日 平成28年３月31日 利益剰余金 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの 

 該当事項はありません。 

 

３．株主資本の著しい変動 

 当社は、平成28年２月25日開催の取締役会決議に基づき、自己株式の取得を行いました。この結果、自己株

式は当第１四半期連結累計会計期間に17,743千円増加し、当第１四半期連結会計期間末において167,920千円

となりました。 

 なお、当該決議に基づく自己株式の取得につきましては、平成28年４月28日をもって終了しております。 

 

当第１四半期連結累計期間（自 平成29年１月１日 至 平成29年３月31日） 

１．配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成29年３月29日 
定時株主総会 

普通株式 21 5.00 平成28年12月31日 平成29年３月30日 利益剰余金 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの 

 該当事項はありません。 

 

３．株主資本の著しい変動 

 当第１四半期連結累計期間において、第４回新株予約権の権利行使により、資本金及び資本準備金がそれぞ

れ8,964千円増加いたしました。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年３月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
 

新築不動産
販売部門 

再生不動産
販売部門 

不動産管理
事業部門 

計 

売上高            

外部顧客への売上高 350,289 372,071 76,465 798,825 3,290 802,116 

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － 10,831 10,831 

計 350,289 372,071 76,465 798,825 14,121 812,947 

セグメント利益 36,327 28,825 37,463 102,615 7,741 110,357 

（注） 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リフォーム事業、仲介事業、損害

保険の代理店事業を含んでおります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項） 

（単位：千円） 
 

利益 金額 

報告セグメント計 102,615 

「その他」の区分の利益 7,741 

セグメント間取引消去 △10,831 

全社費用（注） △103,539 

四半期連結損益計算書の経常損失（△） △4,013 

（注） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び営業外費用であります。 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成29年１月１日 至 平成29年３月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
 

新築不動産
販売部門 

再生不動産
販売部門 

不動産管理
事業部門 

計 

売上高            

外部顧客への売上高 265,655 619,777 110,395 995,828 3,139 998,968 

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － － 18,588 18,588 

計 265,655 619,777 110,395 995,828 21,728 1,017,557 

セグメント利益又はセグメント損失（△） △2,836 63,836 53,139 114,139 14,138 128,277 

（注） 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リフォーム事業、仲介事業、損害

保険の代理店事業を含んでおります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項） 

（単位：千円） 
 

利益 金額 

報告セグメント計 114,139 

「その他」の区分の利益 14,138 

セグメント間取引消去 △18,588 

全社費用（注） △132,267 

四半期連結損益計算書の経常損失（△） △22,578 

（注） 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び営業外費用であります。 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

 

- 20 -



（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（単位：千円） 
 

項目 
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成28年１月１日 
至 平成28年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成29年１月１日 
至 平成29年３月31日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額又は 
１株当たり四半期純損失金額（△） 

0円88銭 △4円78銭 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は 
親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△） 
（千円） 

3,663 △21,046 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期 
純利益金額又は親会社株主に帰属する四半期 
純損失金額（△）（千円） 

3,663 △21,046 

普通株式の期中平均株式数（株） 4,151,476 4,403,075 

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 0円81銭 － 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） － － 

（うち支払利息（税額相当額控除後）（千円）） － － 

普通株式増加数（株） 385,877 － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要 

－ － 

（注）当第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失金額であるため、記載しておりません。
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（重要な後発事象）

 当社は、平成29年４月26日開催の取締役会決議に基づき、平成29年４月27日付で、子会社による固定資産取得

のための金融機関からの借入に対して債務保証を行っております。 

なお、取得した固定資産の概要は次のとおりであります。 

 

１．固定資産の取得の目的 

 当社の不動産管理事業の中長期的な収益基盤の安定化と更なる北海道エリアでの事業拡大のためであり
ます。 

 
２．取得する子会社 

合同会社旭川開発（出資比率：当社100％） 
※上記子会社の設立日は平成29年４月14日であります。 
 

３．取得資産の内容 
① 所在地 
北海道旭川市大雪通（土地及び建物） 

 
② 内容 
〔土地〕9,515.15㎡ 〔建物〕2,177.16㎡ 
（注）当事者間の守秘義務があるため、取得金額の記載を省略しております。 

 
４．保証債務 
 合同会社旭川開発の金融機関からの借入に対して、当社が680,000千円の債務保証を行っております。 
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２【その他】

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年５月11日

株式会社ラ・アトレ 

取締役会 御中 

 

監査法人よつば綜合事務所 

 

 
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 徳永 剛   印 

 

 
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 高屋 友宏  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ラ・ア

トレの平成29年１月１日から平成29年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年１月１日から平

成29年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年１月１日から平成29年３月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ラ・アトレ及び連結子会社の平成29年３月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

強調事項 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成29年４月26日開催の取締役会決議に基づき、平成29年４月27

日付で、子会社による固定資産取得のための金融機関からの借入に対して債務保証を行っている。 

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 

 


